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1955年 35.4 37.7 
60 32.0 35.0 
65 34.6 39.2 




2) 飯田経夫「雇用・賃金 物価の関係と所得政策J同氏編「賃金と物価』日本経済新聞札.1968 























社， 196:: 年〕捕 6章 l ロスチヤイルド「現代賃金論入門~ (東忠創元新社， 1957年〕第14:章。
4) 賃金論は『資本論』では第l巻=生産論において論じられている。
')労働白書昭和46年版J475ベ ジo 196C年か07C年にかけ-C. 闘bを中流と評価する国民
は76拓から90刊になった。
6) 甑田桂夫「所得政策導入の条件と含意:J ，日本労嗣協会維誌Jl114号， 1968年9月. 12ペー ジ。
7) サミュエノレソ円 ソロー の所得政策論はつぎの論文にみることができる。 ArthurF. Burns 
& Paul A. Samuelson， Full Employment. Guideposts and E乙onomicStability， 1967; 
Robert 恥.1.Solow，“The Case against the Case 3'gainst the Guidep田 ts，in G. P. Shultz 
& R. Z. Aliber (ed.). Guidelines: ir，ザorm.alcantrol andη叫 rketplace， 1966 (訳書『所
得政措論争』東洋経済新報社， 1968年所収lo























町 M. Kalecki， The Distribution of Nat削 'lalIncome， 1939， pp. 198-2印， 210 もちろん，
カレツキー は後になって ζり一般宣明弓亙性を放棄している。 d此 0，The Theo7"Y of Econcwnic 
Dynamic5， 1954， pp. 31-33 カレツキ のほか，ポー ν ，ケインズ，ラッカ ，ワイ γトヲ
ウプ，カルドア，ク VV. V ダーー ，なと多くの論者が労働分配率の安定住を指摘している。
3) J. M. Keynes，“Relative Movement of Real Wages and Uutput" &四omicJournal， 
49， 1939， p. 48 
10) J. A. Schumpeter，品川'nessCycles， Vol. 2， 1939， pp. 575-76 

















































11) ソロー ，前向論文，訳書『所得政策論争』前出， 65-66ぺ一九
12) クズネツツりほか，シューラー，ギャラウェイ，コールド円ーグ，グレヴィスらである。横井
弘美『所得分配率の理論と実証』日本評論社， 1965年， 143-44ペ グ審照m
13) S クズネツツ『近代世済成長の分析』訳書， 上巻， 161へ ジより。 クズネッツの計算方法
は，個人業主所得のうち法人企業の利潤率と等しいものを資本所得部分とし，残りをさ君働所得と
みなすゐ法σある。 なお， クズ不ツツの所得苧命論にアこいする反論は， 統計時作に難点はある
が，ひとまず，ヴィクター・パ}ロ「所得草命ほおこったか」伊東相良編『変貌する資本主義』
干凡社， 1967年所収を参照のこと。

























































11961年 I 1拙 τ瓦
(1)賃金俸給 84.8 83.8 82.7 
①社雇会主保負険担 3.8 4.3 5.0 
③返職金 2.2 2.5 2.5 
②そり↑也 1.4 1.4 1.4 
①重役俸給 7.8 7.8 8.4 
計 100.0 100.0 100.0 











15) 小宮隆太郎編『輯後日本の桂済成長』岩波書盾， 1白3年， 161ベージーなお，グズ不ツツの全
〈ひかえめな計算でも，アメリカでは全人口の 1%にあたる高額所得者閣は，全個人所得のうち
1919~2S.年に 13 4比 1939-48年に9.9%もとっていた自である(伊東・相良編1 前出書， 208ベ
ジ)。 クνヴィスの計算でも，戦後一貫して， 5%の最上層は全所得の約20%をとっており，
20%もし、る下層はたった 5%しかあずかっ Cいないりである固 I. B. KravJs， The品'tructure
of Income， 1962， p. 204 
16) A. M. Cartter & F. R. Marshall， Lahor Economics; wage， employment and traa診
unionism， 1967， chap. 15を毒照0こと。
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17) 馬場正雄「経済成長，組合組織率と所得分配]小宮隆太郎編，前出書所収， 153， 146ヘ ジ。
18) 近代経済学は労働分配率水準が帽によって決定されるかについて，Q:限界生産力説.②カレツ
キ の独占度理論(マー ク・アップ理論). @カルドアの貯蓄投資理論という 3つをもってい
るロそれぞれの内容については，ひとまず，小野!!!!・南苑進稿『曹関経済論」有斐閣.1972年，
第7章を参照のこと。





















































































1953 56.6 I 1965 。 56.3 /J 。 44.5 1967 。 34.4 1969 
1/ 56.4 グ
/J 48.8 1967 
1955 54.9 1966 
1954 23.6 1968 
1959 36.6 汐
/J 34.8 1969 
1955 35.4 1970 
/ノ 48.2 /J 





















22) 鍋荘尚夫「所持政策についてJW日木曽働協会雑誌Jl116号， 1968年1月， 2へ ジ。


























23) 表付 5の各種統計の計算基準のちがいについては， 日程連『変革期に立つ日本経済と賃金問
題賢料編11972年1月刊， 20ベージを毒照りこと。なお，同書， 143ベー シ e，さきり3つり
反論を再びくりかえしている。
24) 日揮連，向上書， 143へ ジ。
25) 1965年白日本では，法人町純粋貯蓄(法人留保〕は9710暗円で個人貯蓄は3兆7554億であり
〈出所経済企画庁『国民所得枕計牛報」昭和42年版， 37ベー シ)，拡大設備投資の源農は， 日
本のばあい圧倒的部分が個人貯蓄にある固
牛産性・骨配率・賞金と物価 (33) 33 
表付・ 10 1人当り年間売上高の国際比較 (IS回年単位万円〕
!売上高!日韓ロ五R7一寸覇
N "... -，.--
3日m 八幡製鉄 1，009 314 131 41.6% 
通 USスチーノレ 813 523 368 70.4 
鋼 アウグスト(独〕 743 244 141 57.7 
目 ト ゴ タ 1，640 378 100 26.5% 
動 フ オ ド 1，221 549 292 53.2 
車 V.ワーゲン 550 205 122 59.4 
板ガ j@. 硝 子 960 371 131 35.3% 
ラ P F G. (米〕 957 482 325 67.4 
ア、 O イリノイス〔米〉 676 389 274 70.4 
"' 野 田メ 1，6日2 429 126 29.6% 








































27) Paul A. Samuelson & Robert M. Solow，“Analytical Aspect of Anti-Inflation Policv"， 
American Econ四 η:icReviιv， May 1960， pp. 189-92 
28) こり非両立的関慌についてきわめて要輔よ〈分析してし、るものに，永五育雄「トレ ド オフ
関係についての一考察J ~経済学会雑誌~ [岡山大学]. 3巻3.4号があるa
29) 1.歴史上もっともひどいインフレは，第l次大戦挫のドイツのインフレだった.物価がなんと
大戦勃発時の 1兆2616億倍になった。なにしろピヤホ ルにはし、ったら，生ピ ル3杯と注文
して，金を払っておかないと. 1杯目を猷んでいるうちにピ ルの値段が上がってしまう!伊東
光晴『経常芋入門』光文社， 1962年， 207-8ぺ ジ。「経済学の分野における博士号志望者たもの
約半分は，フィリップλ曲線仮説の研究をっつけてきたJ (ア サ-.M ロス「ガイドライン
政策 現状と経韓 J ~所得政策論争』前出， 136へ ジ〉そうであるが，その検証が第1次
大戦期，大恐慌潤，第2次大戦期をのぞく方法をとっている〔飯田経失編，前出書， 94-97へー
ジ〉のは納得できない点である。



































30) 熊桂氏原尾崎・小宮渡辺『物価安定と所得政策』経済企画協会発行， 1968年1月， 72--' 
-'./0 72ペー ジの第14表はあまりにも作為的である。なぜなら，年度四半期を勝手に4っとりだ
しているからで，こうし寸作表がもし許されるのなら，なにも成長率と物価上昇率が1.0:05ど
ころか， 0.5: L 0となる四半期を4っとりだすのはきして困難でないからである。
31) 同上書， 73ヘジ。
32) Roy Harrod， Towards a New Economic Policy， 1967， p.14 
33) ミノレトシ フリー ドマン「ガイドポストの価格」訳書『所得政策論争』前出， 53ペー ジ。
34) 隅荘委員会報告書『現代インフレと所得政策』経済企画協会刊， 1972年，ー 70-76ヘ ジ参照。



































紛十ミュエ川ソはB ガイドポス l の理論を PxQ~WxL十Pr.帆 .W~P(lーの(号)と単
純明快に表現している。なお，P 価格， Q 生産量，W 賃金水準，L 封働者数，r利潤分
配車である。 Burnsand Samuelsoll， op. cit.， p. 46 
37) 日本の分配率は低下傾向にあり 5=0とすることは全くできない固なぜなら，労働分配率の
低下=資本分配率の上昇は物価を上昇させるからである。
生産性ー分配率・賃金と物価 (37) 37 









成長率が13%であり，労働分配率が3%上ればp 物価は 1%下がることにな畠 (15
13-3~ -1)。第Zの問題点は，多〈の論者がし、うように，所得政策(incomespolicy) 
であるのに，利潤，配当，地代，賃貸料，その他の財産所得にはいかなる制限をもう
けずへただ賃金「所得」のみを対象とL-， incomes policyが wage-pricepolicyに
され Lいる点、 Eある。第3の問題点はさきにもゐべたが，ガイドポスト恒等式は図付
・1にみられる千ミ『エノレソン・ソロ -r[) I修正きれたフィリッフス曲線 (Mod国ed















40) P. A. Samuelson & R. M. Solow， 0.ρ口t.，p. 192 
41)，42) 飯田経夫編，前回書，45-4'1へー ジ。 なお，飯出民すら 5=0と仮定され山、る〈向47ベ
ジー〕。
38 (38) 第 110巻第1. Z号
(1)式は，労働市場の需給状況=雇用 (u)および物価 (p)が賃金変動を規定
するとするフィリップ旦・リプシ一流の賃金調整関数であるくなおこ ζでG およ























44) W. W. Heller， N.仰 Dimensu削 ofPolitical E，ヒonomy，1966， pp. 42-47 アメリカの大




生産主舟配率目賃金E物価 (39) 39 
表付・ 11 生産性・賃金物価・分配率関係指標
1 *話剖仙 1，ι、I1J._ ，~ I 物 価 171自己率
年度|生産性|霊童崖|主扇蚕前;1， 1 ァJPJLlZ福|事費富曜車冨
l 上昇率(%) 1 (%) 
1956年 6.3 5.4 6.1 3.8 6.2 1.3 40.6 
57 7.7 5.7 5.4 3.5 0.3 2.5 40.0 
58 32 5.3 4.8 -0.8 -5.7 -0.4 42.9 
59 11.6 7.4 6.5 2.5 2.4 1.8 41.3 
60 12.6 8.3 11.0 4.1 0.2 3.8 40.4 
61 12.7 9.6 14.9 5.5 1.2 6.2 40.4 
62 4.6 8.9 13.2 4.2 -1.7 6.7 43.2 
63 10.3 工0.4 12.5 4.2 F“， η “ 6.5 43.3 
64 10.1 10.1 12.0 3.9 O 4.8 43.4 
65 2.0 7.9 10.0 5.5 1.0 7.4 45.6 




1人当り雇用者所得，オは趨 表付・ 12 t=.w 元 v計算
勢的生産性ま対国民総生 計軍上実際誤差
1956年 6.1-5.4-( +0.7)~ 0.0 3.8 3.8 
産分配率，Pにはデフレータ 57年 5.4- 5.7-(-0.6)~ 03 35 32 
(平均的物価水準〕をもち 58年 4.8-5.3ー (+2_9)ニー34 -0.8 2.4 
いることにすれば，表付・ 12 59年 6.5-7.4-( -1.6)~ 0.7 2.5 2.0 
のようになる。 1961，66年を 1960年 11.0- 8.3ー (-0.9)~ 3.6 4.1 0.5 
のぞいてはz 全〈あたってい 61年 14.9-9.6ー ( O.O)~ 5.5 5.5 。
なし物価水準の上昇はガイ 62年 13.2- 8.9ー (+2.8)~ 1.5 4.2 2.7 
ドヲイ γ恒等式からみるかぎ
63年 12.5-10.4ー (+0.1)~ 2.0 4.2 2.2 
64年 12.0-10.1-(十0.1)~ 1.8 3.9 2.1 
り，生産性，賃金と分配率と 65年 10.0- 7.9ー(+2.4)~ -03 5.5 5.8 















表什・ 13 消費者1t価土昇への第1次寄与率 (単位%)
|1955一昨 1 1悶初年|即C一昨
消費者物価 100.0I 100β1叩β
①農水畜産物 26.7I 29.0 I 7.9 
e中小企業製品 26.8I 26.4 I 36.3 
































物価(価格〕を p， 名目賃金率を W， 国民総生産(付加価値〕を Y， 労働力
人uを L，利潤を γ とすれば， 付加価値の帰属についての周知の定義式，す
なわち，付b口価値 (pxわ=賃金支払額〈切xL)+利潤〈のを，手IJi問の分配率
r/pY=ρ として書きかえて，賃金水準ニ物的生産性x(1一利潤分配率)x価格
同じω=〆1ω(壬)を導き， Y/L=π として代入すると ρ=1去をえ














この利潤マージンの引上げをマーク・アップ (rnark-up)と言し、， ζの rnarlε





42 (42) 第 110巻第1・2号




























15(億円である c だが，ビー ノLの税率は479%であるから70億円は税金にもってし、かれてしまう。




間100本とすれば， 100本xl0円=1，0仙円の負担増となる. だが， 20万一1，0開円=19万9.000円
もの利益，へース田アップにともなう税増が2万円としても，約18万円の直接的純利益をうるの
であった。























































(1) r賞世働の経続理論 労働経請請の研究(1lJ IF社会学論集， [桃山学院夫学15者2号，
1971年12月。
12J， (3) r労融市場の経演理論(1)，同一一労働経世論日研究(2).(2)J r経済学論集， [桃山学説
大学)13巻3号， 1971年12月;14巻1号""1972年 6月。
(4j r工場と労働の経済理論 労働経済論の研究(')Jr社会学論集， 6巻1号， 1972年7月白
(5)， (6) I賃金の経済理論(1)，(2ト一一労働経済論の研究(5)，(6)j Ii経済学論集， 14巻2号.19 
72年9月;14巻 3号， 1972年12月。
したがって，本稿は「労働経済論の研究(7)Jである。
56) 隅谷委員会報告書も組合の封働市場支配力には否定的である (48，55， 190ヘ ク等〉。
57) 実利的ー取引的組合主義 (busi問団 orbargaining unionism)とは「自分の組合外むことには
目も〈れず， もっぱら当該組合員切目先的しかも換義の意味での賃金労働条件の改善にしか関
心をもたず， 階級意識を排斥するものであるJCRobert F. Hoxie， Trade U.匁却n符m in the 
United止ates，1917; Rep. ed. 1966. p. 45) 
58) 飯田経夫煽，前出書， 35ベータ。なお，アメリカでも温合の交渉力について，理論経済学者が
高<.労悟経済学者は低〈評価する傾向がある。
